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序論
新たに道路を建設するための公共投資を行なう場合，その公共投資と他
の公共投資の選択順位あるいは時間的優先順位を決めるための一つの規準
として建設される道路の種々なる効果を知る必要がある。この報告では，
特にその経済効果の分析をどのように行なうかについて述べることが主要
目的である。われわれは特にそのような公共投資の地域経済に及ぼすとこ
ろの経済効果に関する分析を問題とする。ここで地域としてはこの Ford
Projectの共通問題である首都圏をとりあげ，首都圏とその他地減との相
互関連において，公共投資の効果が首都圏地域およびその他地域の経済に
及ぼす効果の分析をfまないたいと思う。
＊早稲悶大学政経学部助教授
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1田 高速道路への公共投資の経済効果とは
高速道路への公共投資の経済効果は一般に直接的効果と間接的効果に分
けて考えられるであろう。直接的効果とは，高速道路の使用による輸送費
を通じての効果と考えてよいであろう。ここで輸送費とはきわめて広義の
意味において用いる。すなわち，そのような輸送費とは，（ 1 ）走行費，
(2）時間費，〔3）危険費，（4）付属費等からなる。走行費とは一定の距離
における自動車の使用に直接帰せられるすべての費用をさす。たとえば，
燃料，油，タイヤの消耗，その他の自動車の損耗，維持，運転等の費用が
含まれる。時間費は輸送中の自動車，運転手，乗客，貨物等の輸送時聞を
含む。危険費用には，人命，健康，貨物等の交通事故による損失，また事
故からの安全性，快適性，便利性といったものが含まれる。付属費には荷
役費，包装費等が含まれる。
このような輸送費は高速道路の使用むより直接影響を受けるものであり，
通常，短期的に生ずる効果と考えられるであろう。
このような直接的効果のほかに他の要因を通じて間接的に生ぜさせる効
果が考えられる。それらは，大まかに3つのものについて考えられるであ
ろう。まず第1に，流通過程の合理化である。これまで，自動車交通の発
達は，市場と消費者の聞を密接に直結し，従来の複離な財の流通過程を合
理化するのに役立つ、て来たが，高速道路の発達時このような流通過程の合
理化をスピードアップL，財を迅速かっ低廉に輸送守ることによって，商：
品価格の平均化および低廉化をもたらすであろう。い、うまでもなくこのよ
うな効果は上の輸送費の効果と関連している。とのように高速道路による
輸送の迅速化，輸送経路の短縮化は，販売経路の単純化ιともに，販売契
用の減少をもたらすであろう。
つぎに考えられる間接効果として怯，農業市場に対する影響がある。こ
れまで，多くの農蓄産品や農業原材料の輸送t士宮rすます鉄道から自動車輸
送の依存度を高めてきたがこの傾向は高速道路の発達広よりますます強め
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られ農業生産構造も蓄産の割合を高めるように変化せしめるであろう。農
蓄産品，生鮮食糧品王手は高速道路によって輸送時間とその費凋の短縮化に
より，それだけ価格が引き下げられ市場圏を拡大するであろう。
第3に考えられたる間接的効果は工業開発の問題である。特に低開発地
域に工業を誘地しようとするような場合，工業の種類によっては高速道路
による輸送が不可欠なものがあろう。主た，いずれの工業にとっても，原
材料ギ製品の輸送体系の完備は重要な問題である。従来は主としてエ業は
鉄道・水路を輸送上の主地要因としていたと考えられているが，今日では
道路施設の完備が主要な交通の立地要因となりつつある。
z. 経済効果の分析方法について
( i ）最も単純な方法は現在の交通需要量に’単位当り輸送費節約額を乗
じて得る値によ勺で行なう仕方である。これは現在時点における輸送費の
交通需要への直接効某のみを考慮するi仕方である。
(ii〕 次に考えられる評価の仕方は効果として国民生産への効果部分を
とる住方である。この仕方の基本的考えは次の通りである。まず不満足な
既存の道知zょっで結ぼれている2つの地域iとjを考えるけ， j聞には，
それぞれ貯が生産され，需要供給されている。いま， hj聞に新たな道路
を建設じて，なんらかの輸送費の節約があると考える。 iの生産物のj地
域における価格は1の生産物のt；域における価格に， iからjへの輸送
費を加えたものと定義できるから， ij聞の輸送費に変化があればjにお
ける｛の生産物の価格，またZにおけるj生産物の価格は変化することが
考えられる。この価格の変化は， zとjにおけるそれぞれ他の生産物に対
する需要量を変化させる。需要は価格と所得の函数と考えられるからであ
る。また，輸送量の変化はzと1におけるそれぞれ他の地域への供給量を
変化させるであろう。なぜなら，供給は生産費用の函数であり，輸送費は
この費用に含まれるからである。 ζのように新たな道路建設による輸送費
の変化はむ jにおける生産物の価格と，生産費用の変化を通じて需要主
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供給を変化させる。したがって，価格に関する需要と供給の弾性は需給量
の変化に重大な影響を持つ。だがこの場合次の2つの事が更に考慮される
必要がある。 lつは，輸送費の節約分だけ生産物の供給者がその価格を低
下させるかあるいは低下させないで元のままの価格，，すなわち，相対的
な価格上昇を享受するか，ということである。このいずれがとられるかは
当該生産物の市場構造に依存するであろうが，そのいずれをとるかによっ
て生産物の需要量の変化の結果が異なってくる。次に， i,j，それぞれの
地域における供給量の変化は， i,jにおける所得を変化させるであろう。
そしてこの所得の変化は需要一般に影響する。したがって， i,j，それぞ
れの地域における自己の生産物に対する需要，すなわち，輸送されない生
産物への需要にも影響を与える。
かくて， Bosand Koyckの仕方は，単に輸送費の節約額のみによって
道路建設を評価するのではなしさらにそれを含んだところの需給量の増
加，すなわち，国民生産の増加分によって評価しようとする。そして，そ
の中には輸送されないが，その輸送費の節約によって間接的に影響される
国民生産の増加分も含まれている。
(ii〕 Bosand Koyckの住方は Tinbergenの基本的考えによる。そ
れを実際に適用する場合計算は極めて複雑になる。まず，輸送費の節約は，
各地域の出発地と目的地について異なるが，この各地域の出発地，目的地
の組合わせは通常非常に大である。たとえば，いま20の地域があってそれ
らがすべて新たな道路を使用するところの地域の出発地，目的地となると
すれば却のうち2つの組合わせ，すなわち190組となる〔ただし，実際に
はこの中から，当の道路を使用しない組が差引かれるがその数は比較的小
さい〕。そして更に，需要供給函数は各財別になされるから，以上のすべ
ての出発地，目的地の組合わせにこの財の種類を乗じただけの需要供給函
数が計測されることになる。
Tin bergenの基本的考えを制約された形においてであるが実際に適用
されたことがある。すなわち，現在粗悪な道路によって結ぼれている2地
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点 i,j聞に新たに，有料高速道路が建設されると輸送費の節約が生ずる。
この節約分は当該地域の供給者にとって価格の上昇を意味する。この価格
上昇は供給の価格弾力性に従って供給量を増加させる。しかし，この供給
の増加が実際に“売り上げ”となるかどうかは需要との関係によって決ま
る。そして，さきに指摘したような計測上の複雑さは各地域，各財に関し，
かなりの aggregationを行ない，グループ別にすることによって簡単化
された。また，資料等の制約から供袷函数の分析に止まった。
(iv〕 以上の諸方法は道路建設の短期的な効果を主として考慮している
といえるであろう。すなわち，以上の評価の仕方は，問題となる地域聞に
おける現在の生産物の流れに基ずいて評価が行なわれ，たとえば，その地
域に新たな道路が建設されたために，新たな企業が発生し，その地域が開
発され，生産設備が新規に施設あるいは拡張されるというような地域開発
的効果は考慮されていない。また，新たな道路が問題の地域に建設された
ために，建設されなかったら当然他地域で生産され輸送されていたであろ
うものが，問題の地域の新らしい道路を使用して輸送されてくる，といっ
たような誘発的生産増加の効果も以上の仕方では考慮されていない。
3. 公共投資の経済効果の体系的分析のための
地域連関毛デ｝~について
3.1 公共投資の全体としての経済に及ぼす効果分析のためのモデル
通常社会会計においては，まず3つの区別がなされる。 1つは経済活動
についてであり，これはさらに，生産，処分，蓄積の活動に分けられる。
2つは制度的部門であり， 3つは取引の種類である。
いま，全体としての経済を考えるのであるが，われわれはここでは公共
投資，すなわち政府の投資支出の他の経済部門への効果を問題とするので
あるから，制度的部門としてここでは，民間部門と政府部門を考えよう。
さてそれぞれの部門に対して，生産，処分，蓄積の3つの基本的活動に
応ずる勘定が設定されうるわけである。だが，政府部門の生産勘定はここ
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表 1
P 生産勘定
1951年
国｜首都圏｜そり他地域
•P.:l 減価償却
a.民間 ,(Kp. 4〕！ 162.2 
b.政府 (Kg. 3) 39.5 9.8 29.7 
P.'2間接税（純〕 〔Ag.5) "455.9 113.1 342.'8 
P. 3国民所得
a.民間へ (Ap. 7a〕 4, 351.3 1, 116. 7 3,234.5 
b. 政府へ (Ag. 9) 10.3 31.1 
に海外へ (R. 3) ,2 .2 0.5 1. 7 
支払合計 :5, 105. 9 i,304.0 3,80L9 
P.4消費財売上
a. 畑九消費者へ (Ap. 1) 2,863.2 .747.8 2,115.4 
b.政府へ (Ag. 1) 465.4 115.4 350.0 
P.・5民間資本売上＊ (Kp. 1) 1;264.6 313.6 951.0 
P. 6政府資本語上本 (Kg. 1) 356 .l 88.3 :267唱B
P. 7海外売上（純） 〔R.1) 156.6 38.8 117.8 
受取合計 .5, 105. 9 1,304.0 3, 801. 9 
＊ これらは固定資産と在庫品増加とり合計である。これらは後の両者IC分け
表 2
1951年
Ap.畏間消費勘定
都｜その他国 首
Ap. l 個人消費支出 2,863.2 747.8 I 2,115.4 
Ap.2 海替外（純へ）白（経民常間振） (R. 4〕 5.4 -1.3 -4.1 
Ap. 3 個I.A直接税 (Ag. 7〕 325.4 80.7 244.7 
Ap.4 法人直接税 (Ag. 8〕 195.0 48.3 146. 7 
Ap .5 社会保険への 〔Ag.6〕 89.5 22.2 67.3 
Ap. 6 民間貯蓄 (Kp. 5) 986.2 244.4 741. 7 
支払合計 4,453.9 3,311.7 
Ap. 7 生産活動による所得
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国咋 :1 1961年
l全 国｜首都圏 lそ町他地域 全 国｜首都圏 iそり他地域
670.4 207.8 462.6 1,793.6 633.0 1,160.6 
85.4 26.5 58.9 173.3 61.0 112.3 
870.6 269.9 600. 7 1,595.2 561.5 1, 033. 7 
7,.300.6 2,026 4 5,274.2 13,398.0 止033.7 9, 364.3 
59.5 18.4 41.1 207.0 72.9 134.1, 
40.2 12.5 27.7 101.0 35.6 65.4 
9,026.6 2, 561.5 6,465.2 17, 268.1 5,397.7 11,870.4 
5,427.2 1. 446.4 3,980.8 8,584.7 2, 341.1 6,243:6 
874.0 270.1 603.9 1, 481. 7 521.6 960.1 
1.904.0 590.2 1, 313.8 5, 911. 6 2,080.9 3.830.7 
771.2 239.1 532.1 1,564.2 550.6 1, 013:6; 
50.3 15.6 3.4. 7 274.1 96.5 
9,026 6 2, 561.5 6,465.2 17, 268.1 5,397.7 1, 870. 4' 
られるがここでは分けない。
｜ 1961年全 国｜首都 1そり他全 国｜首 都｜そむ他
5,427.2 l, 446.4 3,980.8 8,584.7 2, 341.1 6,243.6 
-12.3 -3.8 8.5 20.6 7.3 -13.3 
443.7 137.5 306.2 696.4 245.1 451.3 
281.5 87.3 194.2 800.3 281. 7 518.6 
211.5 65.6 145.9 461. 7 162.5 299.2 
1,366 7 422.9 943.8 3,615.9 1, 271.2 2,344.7 
7, 718.3 2,155.9 5, 562.4 14, 138.4 4,294.3 9,844.1 
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a，国内民間生産 (P. 3a〕 4, 351.3 I, 116. 7 3,234.5 
b. 海外から (R. 2) 0.4 0.1 0.3 
Ap. B 政府経常振替 (Ag. 2〕 102.2 25.3 76.9 
Ap. 9 公債利子支払 (Ag. IO) 。 。 。
受取合計 4,453.9 1,142.1 3,311.7 
表 3
1951年
Ag.政府消費勘定
国｜首 都 lその他
Ag.1 財経貨常サ購入ーピス白 (P. 4b〕 465.4 115.4 350.0 
Ag. 2 個人へり経常振替 (Ap. B〕 102.2 25.4 76.8 
Ag. 3 海外へ白経常振替 (R. 5〕 41.8 10.4 31.4 
Ag. 4 政府貯蓄 (Kg. 4〕 497.8 123.5 374.3 
支払合計 l, 107.2 274.6 832.6 
Ag. 5 間接税（純〕 (P. 2〕 455.9 113.1 342.8 
Ag. 6 社会保険 (Ap.5〕 89.5 22.2 67.3 
Ag. 7 個人直接税 (Ap. 3〕 325.4 8日.7 244. 7 
Ag. 8 法人直接税 (Ap. 4〕 194.8 48.3 146.5 
Ag. 9 政府所得 〔P.3b〕 41.4 10.3 31.l 
Ag. 10 （控除〉公債利子
受取合計 l, 107.0 274.5 832.5 
表 4
1951年
Kp.民間蓄積勘定
国｜首都圏｜その他地域全
Kp.1 民間資本形成 (P. 5〕 1,264.4 313.6 951.0 
Kp.2 民間海外投資（純〉 (R. 6a〕 160.2 39.7 120.5 
Kp. 3 政府への貸付 (Kg. 4) -223.0 -55.3 167.7 
支払合計 1, 201.8 298.0 903.8 
Kp.4 減価償却 〔P.la) 215.6 53.4 162.2 
Kp. 5 民間貯蓄 (Ap. 6〕 941.0 233.4 707.6 
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• ： ~~I ]J.11沼~ 9,364.3 23 3 413.8 42.7 9,844.1 
1956年 1961年
国｜首 都｜その他 全 国｜首 都｜その他
874.0 270.l 603.9 l, 481. 7 521.6 960.1 
349.6 108.4 241.2 638.6 224.8 413.8 
46.3 14 4 31.9 35.6 12.5 23.1 
538.8 167.0 371.8 1,538.8 541. 7 997.1 
1,808.7 560.0 1.248.7 3, 694. 7 l,300.5 2,394.2 
870.6 269.9 l, 595.2 561.5 1,033.7 
211.5 65.6 145.9 461. 7 162.5 299.2 
443.7 137.5 306.2 696.4 245.1 461.3 
281.5 87.3 194.2 800.3 281. 7 518.6 
59.5 18.4 41 1 207.0 72.9 134.1 
58.1 18.0 40.1 65.9 23.2 42.7 
1,808.7 560. 7 3,694.7 1,300.5 2,394.2 
1961年
全 国｜首都圏｜そり他地域 全 国｜首都圏｜そり他地域
1,904.0 590.2 1,313.8 5, 911.6 2,080.9 3,830.7 
32.4 10.0 22.4 -318.6 112.1 -206 5 
100.7 31.2 69.5 -183.5 -64.6 -118 9 
2,037.1 631.5 1,405.6 5,409.5 1, 904.1 3,505.4 
670.4 207.8 462.6 1,793.6 633.0 1,160.6 
1. 382. 9 428.7 954.2 3, 705.4 1,304.3 2, 401.1 
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統計上の不突合
受取合計
表 5
Kg.政府蓄積勘定
Kg. I 政府資本形成 (P. 6) 
Kg. 2 政府四海外貸付（純） (R. 6b) 
支払合計
Kg. 3 減価償却 ・(P. 1 b〕
Kg. 4 政府貯蓄 (Ag. 4〕
Kg. 5 民聞からの借入（純〕（Kp.3) 
受取合計
表 6
E 海外勘定
R. 1日本からり輸入〔純〕 (P. 7) 
R. 2日本1'.支払った所得 (Ap. 7b) 
支払合計
R. 3日本からの所得 (P. 3c〕
R. 4日本からの民間経常振替〔純） (Ap. 2〕
R. 5日本からの政府経常振替（純） (Ag. 3〕
R. 6日本から白借入（純〕
a 民間 (Kp. 2) 
b.政府 (Kg. 2) 
受取合計
45.2 
l, 201.8 
1951年
34.0 
903.8 
国｜首都圏｜その他醐
356.1 88.3 267.8 
41.8 -10.4 31.4 
314.3 77,9 236.4 
39.5 9.8 29,7 
497.8 123,5 374.3 
223.0 55.3 -167. 7 
314.3 77.9 236.4 
1951年
全国！首都圏iその他地域
156.6 38.8 117,8 
0.4 0.1 0.3 
38.6 9.5 29.1 
2.2 0.5 1. 7 
-5.4 1.3 -4.1 
41.8 10.4 31.4 
160.2 39.7 120,5 
-41.8 -10.4 -31.4 
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-16.2 
2.037.1 
5.0 
631.5 
-11.2 
1,405.6 ぷ［っ~1~1
I 
1961年
全 国｜首都圏｜その他地域 全 国｜首都園！そり他地域
1, 013.6 
-46 3 14.4 -31.9 -35.6 -12.5 23・.1 
W-11主1ヨ
1蜘年 I 1961年
！全 国｜首都圏｜判他地域 全 国｜首都圏 1そり他地域
50.3 15.6 274.1 -96.5 -177.6 
10.0 3.1 6.9 35.9 12.6 23.3 
74.2 23.0 51.2 116.0 40.8 75.2 
40.2 12.5 27. 7 ' 101.0 35.6 65.4 
-12.3 -3.8 -8 .5 -20.6 -7.3 -13.3 
46 3 14.4 31.9 35.6 12.5 23.1 
32.4 10.0 22.'l -318.6 112.1 206.5 
46 3 14.4 -31.9 35.6 12.5 -23.1 
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では特に考慮する必要はないであろう。そうして，以下においては，生産
勘定は圏全体について1つの統合勘定として担え，他の処分，蓄積の勘定
について，民間，政府の部門分割を考えよう。このようにすると，政府の
投資の他の経済部門への効果が，分析できるであろう。
上のような考えに基づく場合の社会会計の諸勘定は，生産勘定，民間消
費勘定，政府消費勘定，民間蓄積勘定，政府蓄積勘定，海外勘定について，
首都圏とその他地域および全国について前表のようになる。 （表1～表6
をみよ〉。
次に以上のような複式簿記形式の勘定を行列形式，（表Aのような）で表
わす。
表Aの行は各勘定の受取側を，列は支払側をそれぞれ表わす。
表 A
｜生産｜民間消判政府消費｜民間蓄制政府蓄樹海外｜ I; 
生 産 。
民間消費 。
政府消費 。
民間蓄積 。
政府蓄積 。
海 外 。
I; 
さて表Aのような社会会計行列表を用いて公共投資ないし政府投資の効
果を分析するそデルを考えてみよう。
いま，表1の各行と列の合計を除いた部分の行列をYで表わL，行合計
のベクトルを yで表わそう。すると
Y=Yt ( 1) 
ただし， i={l,1, . ., l｝なる単位ベクトノレ（unitvector〕。また，」」
では政府投資の効果を問題としているのであるから，表1の政府蓄積のベ
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グトノレの要素を外生変数として， xと表わせば， (1）のかわりに
Y=Yi+x ( 2〕
ただし，この場合の行列Yは X を含まない。ここで Yの各要素はその
列合計と線型に関係づけられている。いいかえれば， Yのある要素， Yu
は第j部門の第t部門からの購入に対する支出を表わすが，これが第j部
門の総支出〔ないし総収入〉の線型関数であると想定しよう。すなわち
Y=A+By ( 3〕
ただし， Aは定数項の，またBは係数のそれぞれ行列である。また， yは
ベクトノレ yから成る対角行列。 この〔3〕を（2〕に代入して変形すれ
ば次式が得られるであろう。
(I-B〕＇Y=At+x (4) 
ここでIは単位行列。しかしここで
であるカミら (I-B’）i=O 
(5) 
(6〕
B'i=t 
となる。ただし，行列のダッVュ（prime〕は転置（transposition〕を表
わす。また（6〕の右辺はぜロベグトルを示す。したがって，（4）におい
て（I-B）は特異（singular）となる。それゆえ， yを Bと A,xのみ
によって表わすことは困難である。
しかしながら，（4）の体系は部分に分割できる。たとえば， 2つの部分
RとSのグループに分割してみよう。すべての勘定をNとすれば，
N=R+Sである。それぞれの部分を， r,sの下添字で示せぽ（4）は次
のように表わせる。
〕? ，（???
?
? ?
??
???
?
??
???
???????
，
?
?
．???
。
? ?
?
???
?
?
??
?
＝
?
????
?」?」? 」
LtこカZって，
y,=a,+B,,y,+ B,,y, +x, 
=(I-B付 ）－＇（a,+B,,y，＋ι） ( 8) 
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すなわち，（8）は fグル｛プの勘定の総収λベクトノレが， sグループの
総収入ベクトルと ιによって表わされるlことを示す。
ここで， ιは政府の投資支出と考えてよいから，（8）においてれが
与えられた場合の政府の公共投資の他の部門への効果が知られるであろう。
3.2 公共投資の地域経済に及ぼす効果分析
一一首都圏地域についての事例一一
前節におけるような分析を地域聞の経済連関に適用することができる。
それは，経済の部門分割を各地域別に分割することによって可能とな石。
すなわち一国について，生産，消費，蓄積それぞれの統合勘定を考えるこ
とができるが，これを各地域部門について考えるのである。そのような地
域分割については，単純な2地域間lごついてこの、”project”の A.2 group, 
Table 1 〈υnit bUlfon',yon) 
［北宅長円T-1山mil
i叩ト（一三日
?
??
?
???
?
???
?
?
??????????
?
???
?
??
???
??
????
「 ? ?
?
?
R 
一，~,J割込［_Jjj~塑
品百五τ用車A, 
? ? ??????
???
｝??
?? ????
??
?
?
??
???
???
?
?
?
??
?
? ? ??
「?
?
?
?
?
?
???
?
?
??
???
?
? ?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
??
?
?
????
?
??
?? ???
?
?
???
? ?
?
?
?
?
??
??
?
??
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Water and Land Use in the Metropoliten Regionにおける筆者の
報告において示した。ここではさらに政府部門と民間部門の部門分割が問
題であるので，政府と民間の部門分割の上にさらに地域分割を行なう場合
の社会会計モデんを考えよう。
まず，地域は，全国を首都圏とその他地域に分割する2地域としよう。
そうして，民間と政府への分割は消費勘定についてのみ考えよう。すると
そのような考えに基づく社会会計行列表を日本の1951,1956, 1961, 3ヵ年
の時点について作成してみると表7のようになる。この表は各要素に3つ
Table B 
0th≪ R,g;on I I 
I I I I R K, E ;J
J<, P;A•;A•;"' 
0 •. , • 2宅問，.. 。~ 3 ：：由；i創町訓4引i 0 。L こ .,o 0' 6叫缶＂：lsQ・』1
。。。 .g ,. 0 
0 0 0 0 
0000 itio 
0 0 0 0 0 0 
0 0 010 
01000000 
0 0 0 0 田，3
0 0 0 
gJ~l_J_J 
~ !Ao 
3語酬明唱：
R 
K, 
?? ? ???????
??
?
?
?????
????
?
?
??
ー ??? ?????
?
?
?
???
?
??? ?
? ? 579叫
771 2 
1. 747，判
E I l：劉 i：剥 1劉ぷ！］，i;器ii ！；剥；：！~：~l：器l1：器I，.器~：
事 mdodmg""''""' moc 
Noto K,, '"' K, d'"ot' Pnv•t• C•potol '"' Gomnrnont Cnp1"1 Aooount oocp四 t;v.ly,
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の数字が示されているが，最上段は 1951年，中段は 1956年，下設は 1961
年ぞれぞれの時点における数字（時価〉を示している。
さらに，各地域に関する蓄積勘定について，民間と政府の部門分割を行
なった場合，表7は表8のようになる。
このように，地域分割すれば，全体としての経済について考えた前節
〔2〕式における取引行列Yは表7ないし8の行ないし列の合計ベグトノレを
除いたところの行列，すなわち地域分割された取引行列を意味することに
なる。そうして，（2）式における外生ベグトノレとしての xは，表7，な
いし8におけるいずれかのベクトルで外生的とおかれるものを指す。そう
してそのようなxを特にここでは表8における政府の蓄積勘定と考える。
山 百函記函百tonp寸コ~ K 
Table 9 
Othec Rog;on 
p I A, I K R A, 
。 。 0 0.2463 0.1042 
。 g it~！ 0 1447 。 0.1387 。 。。 0 1292 
。 。 0 0.0016 0 0229 。 0 0.0055 。0.閃0出•l!。 。 0 0.0凹o~。。 。ltli~iirn円円属｜藩
p 
??? ???? ????
:1n日日馬両日｜師O I 0.3381 0田77I 0.1992 
0.1035 I o.2'51 
0. 0371 I 0.2675 一一一一0.1190 I o I 0.0682 0.1232 I o l-0.0681い， Io.om .1274 I 0 I --a a:i40 I 0 I 0 I ' 0 0248 
R I 0.1田｜ 。｜ 0 o: i脚｜ ι1 o I °＇＼柑再
o.1239 I o I o. om o 1147 I o I o. 0221 I ¥ o. 0240 
0.0回4 0.13旭日2
A, I 日 ~i~1 g ~~l  0.103" a 16心2
O. M52 0 1426 i 
????????? ??????
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その場合，この政府の蓄積勘定は表Bにみられるように統合されたものと
してよいであろう。すると，表8に基づいて，（7〕式のようなモデルを組
み立てることができるであろう。ただし，この場合，（7）式の分割は，地
域に関する分割で，たとえば， γは首都圏グループをsはその他地域のグ
Jレープを指すことになる。
いま，そのような地域分割を行なう場合の（7〕式の体系の数字例を示
Table 10 
Motcopoli"n Region Othoc Rogion 
PIA,1A.1fu, PIA,IA,jK, 
R K, 
I'¥ ':!E; 'i!!l ＇：［~ 。 。 。 。0 2'50 z 1525 p 。 。 。 。 。 。 ！。 Ul＇閲3 3100 g.6226 。 1 。 。 。 。 0.3150 0 4260 。 。 。 。 0 2717 0 2592 
畠ロヨ凶 A, ~ g：~~i g:0921 。 。 。 。 ! 。0。oZll 。.2187 。 。 。 。':i日~l gmi 。 。 。 。 g g~i~ 。
1 A, 
。 。 。 。 。 。 。
!¥: 一一Hm 0.1322 。 。 。 。 。 。 。0, 1345 。 。 。 。 。 。 。g ：：~ 。 。 。 。 。 。 。0 0952 。 。 。 。 。 。 。
um 
0.2137 -11~ 。 。 。 。 。0 0955 K, 0, 1958 。 。 。 。 。 。g:ll日50 。 。 。 。0。g；.問' ':gj~g __lー 。 。 。 。。 。 。 ! iて0.63問。 'J田~！ g：•田·~1. 0. 7128 g：•田i；。：。: p 。 。 。 Ii！＇剖,: 。 !HI 。 。 。 : ii:; 。。 。 。
0.0047 。 。 ! g 0. 7462 ＼ U*i 
。 。
財ロヨ官 A, 
。
0: ;:i: 
。0.0120 。。 。 。 。0 ：~：~ 。。 0 0.72回 。。
il A, 。 。 。 。g 0側・；i 0.1383 。。 。
0 mi。 。 。0 0884 。 。。 。 0. 0876 。 。
ー 。 。 。 。o:g~~ 0 2237 0 2896 fu, 。 。 。 。
0 l!li 
。。 。: ：“87。B。 0 i~；g 。 。 o. 。，＿ー
g:i1so 
。0 0379 
i:Mii 
g: 12'2 。 。
R ! g！~： 1140 。 。o:!Ill 0似ig ii：~ 。og~i 。。 。一ト＼If田；ゅ,; 0 0.4497 ：似oi:I 0 0684 0 0.4450 0 01;1 。0 。，ji~K, g 0 2800 0.0031 0 0.題担0 lll~ 0. 0田0:i 0 0.4日目2 。ggm 。 。 o o. 3png 0.0165 
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Table 11 
Me;ri~olitan Other Region Rego 
p I Ap I K p I Ap I K R A, 
当j日 p al日間 Jo.貯73－τo「l一o司｜ 0 0. 2780 0.1292 
A, 0.7四 I 0 I 0 0. 0054 0 0522 
K 。附I0.2叫 0 0. 0199 0.1150 。 。。 0 0. 6620 0 0. 6483 0.2983 : 。 。 0 0. 7268 。 0 0. 0133 0.1138 
。 。 0 0. 0708 0.2103 0 o. 0371 0.2675 I 
R 0.1239 0 0. 0227 0.1147 0 0. 0227 0 0.0240 l 
A, 石司日雌 ( 0. 0876 0.1276 。。 。
Table 12 
Metropolitan Region Other Reg10n 
I pI Apl A,I Kp P,A,,A,/K R K, 1 
主i~日 p 0 0.62260.42600.9408 0 0 0 0 。目27170. 2592 ト一一一一一一一一ー一一一一一一一一一一一一一一一一ーーー ＋ーー一一一一一一一一一一一一一一一一一一一AP 0. 7022 0 0.1660 0 0 0 0 0 0.0卯 oi一司一 一A, 0.09520.1426 0 0 0 0 0 0 0' 
KP 0.07020.2350 0 0 0 0 0 0. 056[0. 0671! 
p o o o o o!o.66200.42910.9407 0. 6312 0. 6350 : 
ユ！~』，防2出ロ0 切局v A, 。。。。0. 7268 。0.1659 。0.0085 
h羽 。。。。0. 0843 0.1276 。。。o: 
KP 。。。。0.0640 0.2233 。。0.0310 0.11921' 
R 0.1239 00. 0241 0.0427 0.1147 0 0.0240 0. 0428 。。一一K, 0.0085 00 3826 0.0165 0 0283 0.0165 0 0328 。
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すために，表7および8に基づいて，（3〕式のような線型関係としてでな
く，単純に比例関係，すなわち行列Aの要素はすべてゼロ，として係数を
示してみよう。表7および8の3カ年の各々の比例定数としてのBの行列
は，それぞれ表9,10に示すとおりである。表9,10のそれぞれの要素の
第4行自の数字は，上の3つの系列（すなわち， 1951,1956, 1961各年〕
の平均である。この3カ年平均のBの行列のみをとりあげて示せば表9'
ユ0に対してそれぞれ表11,12のようになる。
さて，表12を用いて政府投資の効果を分析するには，（8〕式において，
. a，のベクトノレをゼロとし，外生ベクトノレとしての品を表12の最右列のベ
クトノレの分割したものにとればよいであろう。いうまでもなく，（8〕式に
おける γグループは地域に関するFノレープでここでは首都圏グループを
指］＿，＇ sグループは首都以外のグループを指す。したがってその場合（8〕
式を用いて政府投資の効果をみれば， y，，すなわち首都圏以外の地域の総
産出高ベクトノレが与えられた場合，首都圏にどれだけの政府投資がなされ
るかによって首都圏における総産出高ベクトルルが決められる。すなわ
ち，首都圏への政府投資の効果が知られる。首都圏への政府投資に応ずる
総産出高ベクトルが知られればそれに応ずる他の集計値，すなわち首都圏
における民間消費，政府消費，貯蓄，所得等，その総産出高ベクトノレの構
成要素が知られるであろう。このような仕方は，また政府技資を道路への
投資に限って同様に行なえるであろう。すなわち，以上における政府投資
を道路投資とその他投資に分割して同様な分析方法を行なえばよいであろ
う。
いま（8）式から，外生部門 ιのみ変化した場合の y，への効果は
［ま］＝CIー B,,)-' i (9〕
と求められる。
たとえば，表11の結果を用いて，上の〔9〕式の効果をみてみよう。
表11において theMetropolitan Regionを T部門とし theOther 
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Regionに theRest of the worldの勘定を加えたものをs部としよう。
すなわち，グは3部門， sは4部門に分割されるわけである。
そうして， B，γ は表11から
「 0 Q. 6226 Q. 9773 I 
B,,= I o.7022 O o I 
l o.0787 o. 2350 0 J 
であるから， (I-B円〕＿，は次のように求まる。
ゆえに
I 3.0807 2. 6257 3. 0108 ' 
〔I-B)-'=12.1633 2.8438 2目1143I 
10.7508 0.8749 1.73381 
8. 7172 I 
(I B ]-•;= I7.1214 I 
3. 3595 J 
(10〕
(10）式は，政府の一般支出（消費支出〉の単位の変化のうち，首都圏地
域への支出の変化分が，首都圏地域の生産，消費，蓄積に与える効果をそ
れぞれ示している。 (10）の結果から明らかに生産に与える効果が最も大き
く， 8.7172で，消費に与える効果は7.1214，また蓄積に与える効果は，
3.3595となっている。
A Regional Analysis on the Economic Effects 
of Public Investment with Special 
Reference to Road Investment 
Yukio Shibuya 
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The mam obiect of this report is to explain how an analysis 
of the economic effects in particular could be made with 
respect to a given region. The main text of the report 
consists of the following contents Introduction, 1 The problem of 
determmmg the economic effects of public investment in express 
highways目 2The method of analyzing the economic e旺ects,3 A 
suggested regional model for making a systematic analysis of the 
economic effects of the public investment m roads 
The analysis of the e旺ectsof public mvestment on the region-
al economy is made possible by dividing a whole economy into 
reg10ns That is to say, the analysis 1s based on regional 
transactions matrix of social accountmg, and each account of 
production, consumption and accumulation 1s considered for 
each region together with mterreg10nal accounts among the 
reg10ns concerned with special reference to government invest 
ment, or government accumulat10n account so that the effects 
of government investment on other regions as well as on other 
sectors can be analyzed 
Such interregional transactions matrix which distinguishes 
the metropolitan reg10n, the other region, the external account 
and the government accumulat10n account is constructed for 
Japan for three years, 1951, 1956, and 1961. From this mter-
reg10nal transactions matrix is calculated coe伍cientsof regional 
and mterregional as well as mter-sectoral transactions By 
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